ペット ソウサイ オ メグル シュウキョウ ホウジン カゼイ ジレイ ノ ブンセキ シュウキョウ ホウジン ノ ペット ソウサイ シセツ ヤ ペット ボチ ワ ヒカゼイ カ ペット ソウサイ ワ シュウキョウ カツドウ カ by 石村 耕治
◎はじめに
【引用判例一覧】
１　ペット葬祭施設等への固定資産税等課税事件：宗教法人のペット葬祭
施設やペット墓地は固定資産税等が非課税か
《事案の概要》
　　ペット葬祭施設やペット墓地への固定資産税等非課税取扱をめぐる判
例
①ペット葬祭施設（動物専用遺骨安置供養施設）への非課税取扱を
めぐる事案の概要
②ペット墓地（動物専用墓地）への非課税取扱をめぐる事案の概要
（１）問題の所在
①固定資産税の性格から見た場合
ペット葬祭をめぐる宗教法人課税事例の分析
～宗教法人のペット葬祭施設やペット墓地は非課税か、
ペット葬祭は宗教活動か
石　村　耕　治
　宗教法人をめぐる課税上の争いは、課税ベース別に見ると、「所得」や
「消費」のみならず「資産」にも及ぶ。近年問題となっている「ペット葬祭」
をめぐっても、「所得課税」および「資産課税」双方の面で争われている。
「資産課税」の面では、宗教法人が設置する「ペット葬祭施設」は固定資
産税などが非課税とされる宗教施設〔境内建物〕にあたるのかが問われた。
これら「資産課税」の事例について、最高裁の２つの判決では、真逆の判
断を下している。また、「所得課税」の面では、「ペット葬祭」が宗教活動
で葬祭料は法人税法上非課税とされるべきか、それとも宗教活動にあたら
ず、法人税法上の収益事業にあたるのかが問われた。司法は、「宗教活動と
イコール・フッティング（競争条件の均等化）」、「対価 対 寄附（喜捨）基
準」などの視点から法解釈を展開し、課税対象を広げる課税庁の課税取扱
を是認する判断を下している。しかし、こうした法解釈は、課税要件法定
主義や課税要件明確主義などを導き出す租税法律主義の原則や政教分離原
則などから見た場合には問題なしとはしない。
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②非課税と免税との違い
③固定資産税が非課税となる「墓地」とは
④未整備なペット墓地やペット葬祭施設法制
⑤非課税の境内地内にあるペット墓地への固定資産税の課否
（２）ペット葬祭施設やペット墓地の非課税取扱をめぐる判例の整理
①ペット葬祭施設
②ペット墓地
２　ペット葬祭法人税課税事件：宗教法人が行うペット葬祭は宗教活動
か、税務収益事業か
（１）イコール・フッティング論と租税法律主義
①イコール・フッティング論は立法上の原理
②租税法律主義と拡張解釈
③宗教活動とイコール・フッティング論
（２）対価対寄附（喜捨）基準
（３）ペット葬祭の「宗教性」に関する公的判断の是非
①司法判断と政教分離
②「宗教」等を公的に定義することがゆるされるか
◎むすびにかえて～人の葬祭との接点
《添付資料》「ペット葬祭は宗教活動か、税務収益事業か」事案の概要
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◎はじめに
　宗教法人をめぐる課税上の争いは、課税ベース別に見ると、「所得」や
「消費」のみならず「資産」にも及ぶ。近年、いわゆる「ペット葬祭」や「ペッ
ト墓地」などをめぐっても、「資産課税」および「所得課税」（法人税）双
方の面で争われている。
　「資産課税」の面では、宗教法人が設置する「ペット葬祭施設」や「ペッ
ト墓地」は〝固定資産税など〟が非課税とされる宗教施設〔境内建物〕な
いし墓地にあたるのかが問われた（以下「ペット葬祭施設への固定資産税
等課税事件」、「ペット墓地への固定資産税等課税事件」、双方を一括して
「ペット葬祭施設等への固定資産税等課税事件」という。）。
　一方、「所得課税」（法人税）の面では、「ペット葬祭」が宗教活動で葬
祭料は法人税法上非課税とされるべきか、それとも宗教活動にあたらず、
法人税法上の収益事業にあたるのかが問われた（以下「ペット葬祭法人税
課税事件」という。）。
　課税庁（国、地方団体）は、「宗教活動とイコール・フッティング（競
争条件の均等化）」、「対価 対 寄附（喜捨）基準」などを用いて法の拡張解
釈を展開し、課税対象を広げる課税取扱をしてきている。司法（裁判所）
も、こうした課税庁の課税取扱を是認する傾向を強めている。しかし、司
法（裁判所）がこうした法解釈に組みすることは、課税要件法定主義や課
税要件明確主義などを導き出す租税法律主義の原則や政教分離原則などか
ら見た場合には問題なしとはしない。
【引用判例一覧】
《宗教法人のペット葬祭施設やペット墓地への固定資産税等課税事件関連判決》
・東京地裁平成18年３月24日判決〔棄却・原告控訴〕タインズZ999-8136
・ 東京高判平成20年１月23日判決〔原判決取消・被控訴人上告〕タインズZ999-
8193
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・ 最高裁平成20年７月17日決定〔上告棄却・原告勝訴〕タインズZ999-8203
・東京地裁平成23年12月13日判決〔棄却・原告控訴〕タインズZ999-8307
・東京高裁平成24年３月28日判決〔棄却〕 タインズZ999-8309
《宗教法人のペット葬祭法人税課税事件関連判決》
・ 名古屋地裁平成17年３月24日判決〔棄却・原告控訴〕税務訴訟資料　第255号-92
（順号9973）
・ 名古屋高裁平成18年３月７日判決〔控訴棄却・上告〕税務訴訟資料　第256号-78
（順号10338）
・ 最高裁平成20年９月12日決定〔上告棄却・確定〕税務訴訟資料　第258号-165（順
号11023）、訟務月報55巻７号2681頁、判例タイムズ1281号165頁、判例時報2022
号11頁
１　ペット葬祭施設等への固定資産税等課税事件：宗教法人の
ペット葬祭施設やペット墓地は固定資産税等が非課税か
　宗教法人のペット専用遺骨安置供養施設（以下「ペット葬祭施設」とも
いう。）や動物等専用墓地（以下「ペット墓地」ともいう。）などに対して、
〝固定資産税や都市計画税〟（以下「固定資産税等」または単に「固定資産
税」という。）は課税されるのかどうかが問題になる。
　一般的に、固定資産税が非課税とされる「宗教法人が専らその本来の用
に供する境内建物及び境内地」さらには「墓地」は、その所有者が誰であ
るかは問題にならない。その用に使用しているものが所有しているもので
あっても、または、それ以外の者が提供しているものであっても構わな
い。いいかえると、宗教法人の宗教活動の用途に使われている固定資産で
あれば固定資産税等は課税されないこと（物的非課税）になっている。
　ただ、そうした境内建物及び境内地、墓地などが、人用ではなく、ペッ
ト葬祭施設ないしペット墓地の用途に使われている場合には固定資産税等
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の課否が問題になってくる。
　宗教法人の境内建物および境内地などが所在する自治体によっては、こ
うした場合に、ペット葬祭施設やペット墓地部分の固定資産は非課税にな
らないとし、宗教法人に固定資産税の課税通知をし、紛争になると解決を
司法（裁判所）に求める例が出てきている。
　裁判所の判断は、ペット葬祭施設やペット墓地使われている固定資産に
対しては固定資産税等は課税できない（非課税）とするものと、課税でき
るとするものに分かれている。
【地方税法】
　（固定資産税の非課税の範囲） 
第348条２項　固定資産税は、次に掲げる固定資産に対しては課するこ
とができない。ただし、固定資産を有料で借り受けた者がこれを次に掲
げる固定資産として使用する場合においては、当該固定資産の所有者に
課することができる。
　三　 宗教法人が専らその本来の用に供する宗教法人法第三条に規定す
る境内建物及び境内地（旧宗教法人令の規定による宗教法人のこ
れに相当する建物、工作物及び土地を含む。）
　四　墓地
《事案の概要》
　ペット葬祭施設やペット墓地への固定資産税等非課税取扱をめぐる判例
　ペット葬祭施設やペット墓地が固定資産税を非課税とされる「宗教法人
が専らその本来の用に供する境内建物及び境内地」（地方税法348条２項
３号）ないし「墓地」（地方税法348条２項４号）にあたるかどうかが争
われた一連の事件で下された判決を整理すると、次のようになる。
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① ペット葬祭施設（動物専用遺骨安置供養施設）への非課税取扱をめ
ぐる事案の概要
・東京地裁平成18年３月24日判決〔棄却・原告控訴〕タインズZ999-8136
・東京高判平成20年１月23日判決〔原判決取消・被控訴人上告〕タインズZ999-
8193
・最高裁平成20年７月17日決定〔上告棄却・原告勝訴〕タインズZ999-8203
　東京都内にある宗教法人Ｘは、江戸時代に開設された由緒ある寺院であ
り、Ｘの境内には、回向堂と供養塔があり、いずれもその建物の中央部分
には仏像が安置され、それを囲むように諸動物の遺骨を安置するロッカー
を配置している。
　従来からこのロッカー部分は、仏像安置部分とともに、固定資産税等は
非課税（地方税法348条２項３号／固定資産税の非課税の範囲・702条の
２第２項／都市計画税の非課税の範囲）の取扱を受けてきた。
　しかし、課税庁Ｙ（都税事務所）は、平成16年６月１日付で、宗教法
人Ｘが、定額年会費制で設置したペット葬祭施設であるロッカー形式の遺
骨の安置所（ロッカー部分）は宗教施設には該当しないとして、固定資産
税等の課税処分を行った。
　このため、Ｘは、ロッカー部分は、仏像安置部分とともに一体の非課税
の宗教施設であると主張して、Ｙの課税処分の取消を求めて訴訟に及んだ
ものである（以下「回向院事件」ともいう。）。
　本件において、課税庁Ｙの主張の中核をなしているのは「イコール・
フッティング（equal footing）」【課税庁Ｙの主張やペット葬祭課税事件
下級審判決では「イコール・フィッ
4 4 4
テング（equal fitting）」という文言
を用いているが、「イコール・フッ
4 4
ティング」の誤りである。】、すなわち
「民間企業との競争条件の対等化」の論理である。
　東京地裁は、境内地内に設置されたロッカー形式のペットの遺骨安置供
養施設には、民間のペット霊園事業者と著しく異なる宗教性が認められな
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いことから、宗教施設〔境内建物〕にはあたらないと判断し、Ｘの訴えを
棄却した（東京地判平18.3.24〔棄却・原告控訴〕）。
　これに対し、東京高裁は、民間のペット霊園事業者と同様の営利行為と
いうことはできないことから宗教施設にあたるとし、宗教法人に対する課
税庁Ｙ（東京都）の遺骨安置供養施設に対する課税処分を取消す判断を下
した（東京高判平20.1.23〔原判決取消・被控訴人上告〕）。
　最高裁も高裁の判断を支持し、東京都の上告を棄却した（最決平
20.7.17〔上告棄却・原告勝訴〕）。
②ペット墓地（動物専用墓地）への非課税取扱をめぐる事案の概要
・東京地裁平成23年12月13日判決〔棄却・原告控訴〕タインズZ999-8307
・東京高裁平成24年３月28日判決〔棄却〕 タインズZ999-8309
　東京都内にある宗教法人Ｘは、明治時代初期に、諸動物の供養を始め、
昭和６年に動物専用墓地等を争いとなった現在の土地に移転し、これま
で「Ｂ別院Ｃ霊園」の名称で動物供養を行ってきた。宗教法人Ｘと「Ｂ別
院Ｃ霊園」の名称で動物供養を行う他の宗教法人Ａとは法人格は別である
が、ＡはＸの別院としてＸの行う動物供養の一翼を担うという実態にあっ
た。
　課税庁Ｙ（練馬都税事務所）は、平成21年６月１日付で、宗教法人Ｘ
が他の宗教法人Ａに無償で貸与し当該他の宗教法人Ａが動物専用墓地とし
て使用している土地は、固定資産税等の非課税対象となる境内地（地方税
法348条２項３号／固定資産税の非課税の範囲・702条の２第２項／都市
計画税の非課税の範囲）には該当しないとして、固定資産税等の課税処分
を行った。
　その後、ＸはＹに対し不服申立てをしたところ、Ｙから賦課処分の一部
を取り消す旨の処分（以下「本件（減額）処分」という。）を受けた。しかし、
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Ｘは、Ｘが無償で貸与し当該他の宗教法人Ａが動物専用墓地として使用し
ている土地は、固定資産税等の非課税対象となる境内地にあたるとして、
Ｙの課税処分の取消を求めて訴訟に及んだものである。
　東京地裁は、Ｘが非課税である土地が「宗教法人が専らその本来の用に
供する境内地」（４号）に該当するか否かについては、「当該境内地の使用
の実態を、社会通念に照らして客観的に判断すべきである。」とした。
　そして、認定事実から、東京地裁は、「本件課税土地は、Ａにより浄土
宗の儀式行事を行う場として利用される機会はあるものの、その機会はご
く限られたものにすぎないのであるから、本件課税土地がＡの儀式行事と
いうその本来の用に専ら供されている土地であると認めることはできな
い。そして、Ａが宗教の教義をひろめ、信者を教化育成するために本件課
税土地を利用している事実を認めるに足りる証拠はないから、本件課税土
地は地方税法348条２項３号の「宗教法人が専らその本来の用に供する境
内地」には該当しないから、本件課税処分は適法であるとし、Ｘの訴えを
棄却した。
　東京高裁は、原審の判断を受け入れ、Ｘの控訴を棄却した。
　加えて、東京高裁は、「地方税法が、宗教法人が保有する境内地の非課
税に関し、同じく非課税とされている同法348条２項４号の「墓地」とは
区別して、「宗教法人が専らその本来の用に供する宗教法人法第３条に規
定する境内地」（同項３号）と規定し、宗教法人法３条各号においても「墓
地」が含まれていないことからすると、地方税法348条２項３号が規定す
る「境内地」に、「墓地」が含まれないことは明らかというべきであって、
本件課税土地が、その宗教的意義において人の墓地と差がないものであっ
たとしても、同項３号に該当するものということはできない。」との判断
を付け加えた。
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（１）問題の所在
　従前から犬や猫などの愛玩動物（以下「ペット」ともいう。）が亡くなっ
た場合、遺
のこ
された飼い主が、宗教上の葬儀や儀式（以下「ペット葬祭」と
いう。）を行い、宗教法人の境内地内にある動物専用墓地（ペット墓地）
ないし動物専用遺骨安置供養施設（ペット葬祭施設）などに手厚く葬り供
養することが久しく行われてきた。
　近年、ペットは家族の一員という飼主も増えるに従い、宗教法人にペッ
ト葬祭や丁重な埋葬供養を求める飼い主が増える傾向にある。
　これとともに、課税庁（税務署や自治体の税務当局）は、料金を定めて
ペット葬祭を行う宗教法人の法人税課税、さらに境内地内にあるペット墓
地やペット葬祭施設などを有する宗教法人の固定資産税課税などに注目す
るようになってきた。
　具体的にいえば、宗教法人が境内地内に設置するペット墓地またはペッ
ト葬祭施設やその敷地は、固定資産税などが非課税とされる宗教活動の用
途にあたるのか、さらに、ペット葬祭活動が宗教活動にあたるのか、それ
とも収益事業にあたるのかが問われるようになってきているわけである。
①固定資産税の性格から見た場合
　地方税である固定資産税は、土地、家屋等を課税客体とする一方で（地
方税法342条１項、341条１号）、「宗教法人が専らその本来の用に供する
境内建物及び境内地」に対する固定資産税を非課税としている（地方税法
348条２項３号）。また、墓地を用途とする固定資産についても、固定資
産税を課さないこととしている（地方税法348条２項４号）。
　固定資産税は、土地、家屋等の資産価値に着目し、その所有という事実
に担税力を認めて課する一種の財産税である。したがって、「宗教法人が
専らその本来の用に供している境内建物及び境内地」について固定資産税
を非課税としたのは、それ自体に収益力がなく、担税力を持たないことが
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理由であると解される。
　また、墓地について固定資産税を非課税としたのも、当該土地を死体や
遺骨を埋葬し得る墓地としての現況を備え公共の用に供することによっ
て、当該土地の所有者によるその他の使用収益の可能性がなくなり、ひい
てはそれ自体に収益力がなく、担税力を持たないことが理由であると解さ
れる。
　このことから、「宗教法人が専らその本来の用に供している境内建物及
び境内地」、さらには「墓地」について固定資産税を非課税としたのは、
特定法人に対する税制上の優遇措置であるとする判断（例えば、東京地判
平18.3.24）は支持することはできない（石村耕治編『宗教法人の税務調査対
応ハンドブック～宗教法人税制と法制の解説を含めて』（清文社、2012年）20頁以
下参照）。
②非課税と免税との違い
　ところで、学問上は、「非課税」措置と「免税」措置は異なる。すなわち、
「非課税」とは、特別の手続を要することなく当然に課税除外となる措置
を指す。一方、「免税」とは、一定に手続を経て課税除外となる措置を指
す。
　ただ、法令の上では、その違いが不明瞭なことも多く、双方を明確に区
分するのは難しいのが実情である。非課税と定めていても、一定の手続を
経た上で課税除外となる場合も少なくない（石村耕治編『現代税法入門塾〔第
７版〕』（清文社、2014年）425頁参照）。
　宗教法人の境内建物や境内地に対する非課税措置が適例である。境内建
物および境内地に対する非課税については、その固定資産の所在する自治
体の税条例に基づきその長（市町村長。ただし、東京23特別区にあって
は都知事／都税事務所。以下同じ。）に「固定資産税の非課税適用申請書」
などを提出し、一定の審査を受ける必要がある。したがって、地方税法は
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「非課税」と言ってはいるものの、当然に課税除外になるわけではなく、
審査を経る必要があり、実質的には「免税」措置に近いといえる。こうし
た自治体に対する固定資産税非課税の伺い申請などを通じて、自治体の税
務当局は宗教法人に介入する手段を維持しているわけである。
　また、「墓地」については固定資産税が非課税であるといっても、実際
にはあらゆる場合に当然に課税除外になるわけではない。
③固定資産税が非課税となる「墓地」とは
　墓地の設置や埋葬行為については、「墓地、埋葬等に関する法律」（以下
「墓埋法」という。）などの適用がある。
　固定資産税が非課税となる「墓地」（地方税法348条２項４号）は、一
般的に、墓埋法における墓地と同義とされ、墳墓（死体を埋葬し、又は焼
骨を埋蔵する施設）を設けるために、墓地として都道府県知事の許可を受
けた区域をいい（２条５項）、火葬場や牛馬等の骨や遺骸を埋める土地は
含まないとされる（固定資産税務研究会編『固定資産税逐条解説』（地方財務協会、
2010年）84頁参照）。
　ちなみに、墓地を使用されることに対して永代使用料、永代供養料その
他の名目の金銭を徴している場合でも、非課税の対象と取り扱われる（行
実昭51．12.18）。
④未整備なペット墓地やペット葬祭施設法制
　亡くなったペットの飼い主から、宗教法人や民間の霊園業者に対し、動
物墓地への埋葬または焼骨を埋蔵する依頼が増えている。これは、遺され
た飼い主が自らを癒すためにも、亡くなったペットを哀悼し供養できる動
物墓地へ丁重に葬りたい、したがって、単なるモノとして廃棄処分するこ
とを望んでいない認識に根ざしたものといえる。
　こうした認識のたかまりなどを織り込んで考えると、固定資産税が非課
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税となる「墓地」を、墓埋法における人の墓地と同義とする見解に縛られ
る必要もないといえる。ここでいう「墓地」には、動物墓地を含めてよい
と解される。
　立法論としては、格別、動物墓地、埋葬等に関する法律または条例（以
下「動物墓埋法」、「動物墓埋条例」という。）を定め、動物墓埋法ないし
動物墓埋条例にいう動物墓地を、固定資産税が非課税となる「墓地」（地
方税法348条２項４号ないし各自治体の税条例）に含めるのも一案である。
　いずれにしろ、人の墓地の設置については、農地を購入し墓地に転用す
る場合には、農地法上の農業委員会の転用許可（５条１項）が必要であ
る。当該土地が所在する自治体の長に対して都市計画法29条による開発
行為の許可申請をし、当該許可を得たうえで墓地造成工事を開始し、工事
完了の届出をする必要がある。そして、固定資産税が非課税とされるため
には、賦課期日現在、当該土地が死体の埋葬または焼骨を埋蔵する施設と
して（墓埋法２条４項）使用可能な状態にあるとともに、当該自治体の墓
地法施行条例に基づく検査に適合するなどの手続を経る必要がある。
　このように、人の墓地の設置や埋葬行為については、墓埋法や自治体の
条例などによる法制、手続がかなり整備されている。これに対して、動物
の遺骨や埋葬または動物専用の墓地については、亡くなったペットを、単
なるモノとして廃棄処分にするのではなく、哀悼し丁重に葬り供養すると
いう動物愛護の視点からの法制はいまだ未整備な状態にあるわけである。
⑤非課税の境内地内にあるペット墓地への固定資産税の課否
　ペット墓地への固定資産税等課税事件（ペット墓地が、固定資産税が非
課税とされる「宗教法人が専らその本来の用に供する境内建物及び境内地」
（地方税法348条２項３号）に当たるかどうかが裁判で争われた事例）で、
東京高裁判決では、仮にペット墓地が宗教的な意義において人の墓地と差
があるとしても、同じく固定資産税が非課税とされる「墓地」（地方税法
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348条２項４号）の規定がある以上「境内地」には「墓地」が含まれない
と述べている（東京高判23．12.13）。しかし、すでにふれたように、そも
そも地方税法348条２項４号にいう「墓地」は、一般的には、墓埋法にお
ける人の墓地と同義とされ、動物墓地は含まないとされているわけであ
る。言い換えると、動物墓地を法的に保護する法制や税制は未整備なわけ
で、ここに、宗教法人の境内地（敷地）内にペット専用墓地（施設）を設
けて宗教的に供養している経緯や実態もあるわけである。こうした経緯や
実態を捨象して法解釈を展開することには異論を唱えざるを得ない。
　一方、ペット葬祭施設への固定資産税等課税事件／回向院事件におい
て、東京高裁は、「動物の供養が長年月にわたって行われてきたものであ
り、宗教活動が継続され、社会的にも定着して現在に至り、その間、地域
住民からも動物の寺として厚い信仰の対象とされてきたこと、そして、動
物を供養するための宗教施設としてＡ堂及び供養塔が建立されたことが明
らかであることから、上記使用実態に照らすと、Ａ堂及び供養塔における
動物の起用については、客観的にみて、その宗教性について社会的な認知
が得られているものということができる。」（東京高判20.1.23）とし、境
内地（敷地）内のペット専用の遺骨安置供養施設を非課税であると判断し
た。最高裁も、この判断を支持した（最決平20.7.17）。
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２　ペット葬祭法人税課税事件：宗教法人が行うペット葬祭
は宗教活動か、税務収益事業か
《事案の概要》
・名古屋地裁平成17年３月24日判決〔棄却・原告控訴〕税務訴訟資料　第255号
-92（順号9973）
・名古屋高裁平成18年３月７日判決〔控訴棄却・上告〕税務訴訟資料　第256号
-78（順号10338）
・最高裁平成20年９月12日決定〔上告棄却・確定〕税務訴訟資料　第258号-165
（順号11023）、訟務月報55巻７号2681頁、判例タイムズ1281号165頁、判例時
報2022号11頁
　宗教法人Ｘが飼主からの依頼を受けて行うペット葬祭【課税処分当時、
当該宗教法人は、約3000坪の境内地に、ペット専用の火葬場、墓地、納
骨堂、待合室を設置し、ペット葬祭の形態は、死骸の引取り、動物の重さ
等のより8,000円から５万円までの定額料金表が存在し、合同墓地は無料
であるが個別墓地は年間2,000円の管理費がかかり、希望飼い主には位牌
や骨壺、墓石の頒布を行っていた。】は、宗教活動にあたりその葬祭料は
非課税とされるべきか、それとも法人税法上収益事業にあたるのかが争わ
れたケースである。
　この法人税上のペット葬祭法人税課税事件において、地裁・高裁は、問
題となった宗教法人の「ペット葬祭」は、法人税法上、「請負業」などの
収益事業（法人税法２条13号および法人税法施行令５条１項各号）にあ
たると判断した。
　その理由は、その宗教法人が、確定金額からなる料金表を定め、それを
ホームページにも掲載するなどして葬祭費を得ていることから、対価関係
が成立し、喜捨金などとは異なるとのことである（詳しくは、「添付資料」
を参照。）。
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（１）イコール・フッティング論と租税法律主義
　ペット葬祭法人税課税事件において、課税庁Ｙは、次のように主張した。
　　 「ペット葬祭が一般事業者でも広く取り扱われていることからも明ら
かである。加えて、宗教法人Ｘの事業においては、一般事業者と同
様、合同葬等の葬祭メニューや対象動物の大きさに応じた料金を設定
しているが、かかる扱いは、労務ないしサービスの内容が料金に反映
されていることの現れであり、また、設定された料金も、ほぼ一般事
業者と同様であることからすれば、Ｘが行うペット葬祭業務につき授
受される経済的利益は、Ｘが提供する労務・サービスに対する対価の
性質を有すると解される。」
　このようなＹの主張の中核をなしているのは「民間企業との競争条件の
対等化」、つまり「イコール・フッティング（equal footing）」【課税庁Ｙ
の主張、ペット葬祭法人税課税事件下級審判決、ペット葬祭施設への固定
資産税等課税事件／回向院事件地裁判決では、「イコール・フィッ
4 4 4
テング
（equal fitting）」という文言を用いているが、「イコール・フッ
4 4
ティング」
（equal footing）の誤りである。】の論理である。
　この点、前記のペット葬祭施設への固定資産税等非課税事件／回向院事
件においても、課税庁Ｙ（東京都）は、宗教法人Ｘの活動が民間事業者と
同じである以上、イコール・フッティング論に基づき民間事業者と同等に
課税されるべきであると主張している。
①イコール・フッティング論は立法上の原理
　イコール・フッティング論ないし「租税負担公平の原則」（equity in 
tax）は、本来、立法上の原理（principle for legislative resolution）である。
税務執行や司法の場において税法の適用・解釈上イコール・フッティング
論を持ち出すことは、租税法律主義の課税要件法定主義に反する。
　租税法律主義の原則からすると、一般事業者がペット葬祭の分野へ参入
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してきたから、税法に明確な定めがないのにもかかわらず、イコール・
フッティング論を根拠に、宗教法人にも一般事業者と同様に課税すること
にするというのはゆるされない。もっとも、ペット葬祭法人税課税事件で
は、課税庁Ｙも裁判所も、一般事業者の宗教法人と競争条件が著しく不合
理な状態にいたっているとの確たる証拠に基づいて本件課税処分を合法と
する結論を導き出すにはいたっていない。むしろ、後述のように、「対価
性の有無」を判断の根拠としている。
　ペット葬祭施設への固定資産税非課税事件における地裁判決でも、「動
物の遺骨の保管行為が、民間事業者の行っている動物霊園事業と異なる顕
著な宗教的特徴を有しているとはいえず、むしろ、これと類似しているこ
とも否定できないところである。」と指摘するに留めている。
　いずれにしろ、税法の適用・解釈に、イコール・フッティング論を持ち
出すのは、「経済的観察法」ないし「課税の公平（equity in tax）原則」を
用いて課税処分をするのも認めるに等しく租税法律主義の原則からして適
切ではないことを指摘しておく。
　イコール・フッティング論を持ち出して宗教法人の宗教活動、「聖」の
面にまで貨幣形態による公権力（課税権限）の行使を広げることは、宗教
活動非課税の原則、ひいては憲法が保障した政教分離の壁をなし崩し的に
低めることにつながることが懸念される。
②租税法律主義と拡張解釈
　租税法律主義と税法解釈のあり方について、とりわけその源流となっ
ているイギリス税法における伝統的な税法解釈論に、まずふれたい。イ
ギリスでは、国王が議会に諮ることなく課税を行う姿勢を強めたことか
ら、1698年に権利章典（Bill of Rights 1689）に「国王大権のよる課税禁
止（no taxation by Royal Prerogative）」が盛られ、発布された。この権利
章典に「租税法律主義（no taxation without legislation）の原則」がうた
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われて以来、「税法はすべて議会制定法上の創造物である（Revenue law 
is entirely a creature of Parliamentary statute）」であるとされてきた〔See, 
Nicola Preston, “The Interpretation of Taxing Statutes: The English Perspective,” 7 Akron 
Tax J. 43 （1990）〕。つまり、コモンロー税（common law tax）のようなもの
は認められず、議会が制定した法律以外によって課税してはならないと
されてきた。この底流には、これら税法による公権力の行使は、本人の
意思とは無関係な財産権の収奪であり、法的な性格としては、刑事法に
よる生命や自由の剥奪と同じである（the property deprivation imposed by 
tax law is analogous to the deprivation of life or liberty imposed by criminal 
law）との考え方がある。さらに、課税権の行使は、必要悪であるがため
に、納税は、明確かつ不確定ではない文言で義務化されなければならな
い（Taxation is a necessary evil; thus, the obligation to pay tax have to be 
mandated in clear and unequivocal language）とし、課税要件明確主義を
宣言してきた〔See, William B. Barker, “Statutory Interpretation, Comparative Law, and 
Economic Theory: Discovering the Grand of Income Taxation,” 40 San Diego L. Rev. 821, at 
827 （2003）〕。
　こうしたイギリスの国家の課税権についての伝統的な理解のもとでは、
他の公法や私法とは異なり、税法は特別の部類の法律であり、税法解釈
は、文理解釈（literal interpretation）によるべきであり、課税の公平（equity 
in tax）原則を税法解釈に持ち込み、納税義務の拡大をはかる目的論解釈
（purposive interpretation）はゆるされない（no equity in tax）とされる〔See, 
Partington v. Attorney-General, 〔1869〕 LR4 HL 100〕。このような伝統的な税法解釈
論の底流には、次のような考え方がある。すなわち、立法者は、立法に属
するが、法解釈を求められる者は司法に属する。司法において法解釈を行
う者は、立法者ではない。司法において法解釈を行う者は、税法は、コモ
ンローの支配をも受ける他の公法や私法とは異なり、議会制定法だけが支
配する特別の部類の法律であり、したがって、当事者間の紛争の解決にあ
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たっては、条文に記されている文言解釈（linguistic construction）し、裁
断を下すべきである。課税の公平原則や立法事実等に傾斜して裁断を下す
べきではない。
　もっとも、以上のような税法解釈論は、わが国はもちろんのこと、イギ
リスやアメリカ合衆国（以下「アメリカ」という。）をはじめとした他の
多くの諸国においても、〝租税回避（tax avoidance）〟事案への税務当局（課
税庁）による対策への納税者側の反論を行う際の根拠／理論として展開さ
れてきたといっても過言ではない。〝租税回避〟事案では、関係当事者た
る納税者は、税法を厳格に適用・解釈をすることで国家の課税権限を制限
することによって、問題の事案に対し国家、とりわけ司法の積極的関与を
望まないスタンスにある。
　すでにふれたように、イギリスの司法は、税法解釈については伝統的
に、文理解釈（literal interpretation）によるべきであるとの姿勢をとって
きた。「税法は、国家の利益にではなく、納税者の利益に厳格に解される
べきである（tax laws are to be construed against the state and in favor of 
the taxpayer）」とする考え方は、今日でも主流である〔See, Norman J. Singer, 
Sutherland Statutory Constitution 66.01, at1 （5th ed., 1992）〕。しかし、近年、目的論
解釈（purposive interpretation）に傾斜した裁断も散見されるようになっ
てきている。背景には、税務当局が、租税回避行為の封鎖を、立法ではな
く、司法に期待する傾向が強まっていることが一因とされる。
　アメリカにおいては、社会立法の増加や市民権運動の高まりなどを受
けて、社会変革に司法の積極的なかかわりを期待する、いわゆる「司法
積極主義（judicial activism）」が広く支持されるようになっている〔See, 
Keenan D. Kmiec, “The Origin and Current Meanings of Judicial Activism,” 69 Tex. L. Rev. 
819 （1991）〕。司法積極主義は、法解釈、とりわけ憲法解釈をよりリベラル
に行うことにより、立法府の不作為への対応を含め、国民の権利救済に司
法が積極的にかかわろうとする考え方がベースになっている。リベラルな
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法解釈を導き出すためには、単に法律の書かれている文言のみならず、そ
の法律がつくられた立法の経緯（legislative history）や立法事実（legislative 
facts）、立法者の意思や理由（legislative intents/legislative purpose）など
にも踏み込んで法解釈をし、司法判断（判決や決定など）につなげる必要
があるとされる〔See, Michael Livingston, “Congress, the Courts, and the 
Code: Legislative History and the Interpretation of Tax Statutes,” 69 Tex. L. 
Rev. 819 （1991）.〕。
　こうした司法積極主義の流れを受けて、裁判所のなかには、税法の解釈
論においても、文理解釈（literal interpretation）によるのではなく、税法
に定められた立法事実などにも深く踏み込んでリベラルな法解釈をし、
司法判断を下す動きが強まっている。すなわち、“税の軽減を主たる目的
とする規定〟の解釈・適用においては厳格解釈（narrow interpretation）
ないし目的論的解釈（purposive interpretation）をし、“租税回避を目的
とした行為〟の規定には拡張解釈（expanding interpretation）も許され
るという判断も出てきている〔取引の法的形式よりも経済的実質を重視した課
税取扱を支持する司法判断が増えている傾向について詳しくは、See, Adam Chodorow 
“Economic Analysis in Judicial Decision Making: An Assessment Based on Judge Posnerʼs 
Tax Decisions,” 25 Va. Tax Rev. 67, at 116 （2005）〕。
　ここで、わが国における租税法律主義のもとでの税法解釈論に目を
転じてみる。わが国における今日の「税法の解釈」に関する通説・判
例等の考え方は、法的安定性・予測可能性を高めるねらいから、税法
は原則として、その文言にそくして解釈、いわゆる「文理解釈（literal 
interpretation）」すべきであるとされる〔例えば、金子宏『租税法〔第19版〕』
（弘文堂、2014年）112頁、北野弘久『税法学原論〔第６版〕』（青林書院、2007年）
223頁など参照〕。
　一方で、課税庁の立場を支えるため、〝税の軽減を主たる目的とする規
定の解釈・適用においては「厳格解釈（narrow interpretation）」ないし「目
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的論的解釈（purposive interpretation）」、一方、租税回避をねらいとした
行為の規制には「拡張解釈（expanding interpretation）」も許される〟と
いう主張も見うけられる〔例えば、川田剛『租税法入門〔５訂版〕』（大蔵財務
協会、2009年）93頁以下参照。ただし、その後の版ではこの主張は削除されている〕。
　ペット葬祭法人税課税事件下級審判決では、公益法人税制について、
「法人税法等が公益法人等に対して種々の優遇措置を講じている」、ないし
公益性の高い活動を担っているものに限り「税制上の便宜を提供しようと
するものと解するのが相当である」と判示している。言い換えると、これ
らの法廷は、宗教法人を含む公益法人等については、一般の営利法人（普
通法人）並みの課税が原則であり、一部特恵的に課税除外にされているに
過ぎないと解しているように見える。
　ところが、立法的な経緯から見ると、宗教法人を含む公益法人等に対す
る収益事業課税が行われる理由は真逆で、本来的に非課税であるべきもの
を、例外的に課税しようというところにある。したがって、非課税
4 4 4
要件は
厳格解釈すべきであるとの見解は成り立たないといえる。むしろ、逆に、
宗教法人を含む公益法人等の収益事業に課税する場合、課税
4 4
要件は厳格に
解釈しなければならないといえる。
　この意味では、ペット葬祭法人税課税事件下級審の裁断には納得がいか
ない。立法事実を捨象し、安易に行政府や裁判所が不確定な概括基準を創
設し課税してはならないといえる。
　憲法上の要請である租税法律主義【すなわち、課税庁（行政府）や裁判
所（司法府）は、国会（立法府）の専権事項である〝法創造作用〟を勝手
に担ってはならないとされる三権分立のルール】の〝原点〟を見据えて、
認定事実等に対する法の解釈・適用を行うように求められる。
　法人税法は４条において「内国法人は、この法律により、法人税を納め
る義務がある。ただし、内国法人である公益法人等又は人格のない社団等
については、収益事業を行う場合又は第84条第１項に規定する退職年金
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業務等を行う場合に限る」と規定している。すなわち、宗教法人を含む公
益法人等は「収益事業」がある場合に限定して納税義務を負うことになっ
ている。
　また、法人税法はこの「収益事業」の範囲を「製造業、販売業その他の
政令で定める事業」のうち、「継続して事業所と設けて行われるもの」〔傍
点引用者〕に限定している（法人税法２⑬）。この規定を受けた法人税法
施行令５条は「法第２条第13号（収益事業の意義）に規定する政令で定
める事業は、次に掲げる事業（その性質上その事業に附随して行なわれる
行為を含む。）とする」として、特掲34業種を列挙し、「その他これらに
類する事業」等の概括規定を設けていないわけである。すなわち、法人税
法は、公益法人等の場合は例外的に限定列挙された「収益事業」を行った
場合にのみ課税するスタンスにある。言い換えると、現行の法人税法は収
益事業の範囲について、あくまでも限定列挙主義、特掲主義を採っている
といえる。したがって、ペット葬祭法人税課税事件において課税庁Ｙが主
張したように、仮に「一般的事業者との競合」が立法意思であったとして
も、法人税法には「一般的事業者と競合する事業」のような不確定概念を
盛り込んだ条項を見出すことができないことから、本件課税処分を容認す
ることはできない。収益事業に該当するかどうかは、あくまでも限定列挙
された特掲事業に該当するか否かで判断されるべきである。
　課税庁Ｙが主張するように、法人税法施行令５条に掲げられた33業種
【現在34業種】に含まれておらず非課税とされている事業ないし活動が、
その後その事業に一般事業者が参入したことをもって自動的に「収益事
業」になると解することはできないわけである。こうした拡張解釈をゆる
すと、納税者の法的安定性・予測可能性を著しく害することになる。した
がって、宗教法人の宗教活動について、解釈によって税務収益事業の内容
を容易に変質しうるかのように導き得るような見解には大きな疑問符が付
く。このような課税庁の解釈姿勢が、法人税基本通達15－１－１〔公益
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法人等の本来の事業が収益事業に該当する場合〕のような概括条項の発遣
につながっているのかも知れない。
　ちなみに、公益法人等に対する収益事業課税の分野では、とりわけ顕著
な通達課税（法人税基本通達15－１－１以下）が行われている〔詳しくは、
品川芳宣『租税法律主義と通達課税』（ぎょうせい、2003年）参照〕。ここでは問題
の指摘にとどめるが、こうした通達課税は、租税法律主義の原則から派生する課税
要件法定主義などの視点から厳しい批判にさらされてきている〔拙論「通達課税と
は何か」『現代税法入門塾〔第７版〕』前掲、119頁以下参照〕。
③宗教活動とイコール・フッティング論
　現行法人税法施行令５条は、特掲34業種にあてはまる場合であって
も、公益性の高いものについては法人税法施行令や法人税基本通達で非課
税取扱にしている（法人税法施行令５各号、法人税基本通達15－１－１
以下参照）。これに対して、宗教法人が行うペット葬祭については明文の
非課税規定が存在しない。
　これは、「宗教」「宗教性」「宗教活動」のような文言を公的に定義する
ことないしその範囲を法定することが、憲法に制度化された「信教の自由」
やそこから派生する政教分離原則、公定宗教禁止原則に抵触することにな
ることを回避するためとも取れる。しかし、逆に、このために、ペット葬
祭課税事件において課税庁Ｙが主張しているように、葬祭といった典型的
な宗教活動も現象的には税務収益事業のいずれかの類型にあてはまる可能
性が出てくることになる。
　この点については、現行実務では人の葬祭にかかる宗教活動は課税対象
とされておらず、課税庁Ｙもそのことを「一般業者との競合も存在しない」
ことを理由に正当化しており、論理矛盾を感じないわけではない。
　いずれにせよ、ペット葬祭法人税課税事件では、宗教法人Ｘが久しく不
文律で課税除外とされ宗教行為の一環として行ってきたペット葬祭がいき
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なり税務収益事業の対象とされたわけである。問題は、こうした法的安定
性・予測可能性を害する突発的な課税がどのような論拠に基づいて正当化
されているかである。
（２）対価対寄附（喜捨）基準
　ペット葬祭法人税課税事件において、裁判所は、ペット葬祭において宗
教法人が提供する役務等に対して一定の金額が定められ、依頼者がその料
金表に基づいて金額を支払っていると認められるとの事実認定をした。そ
のうえで、その金員の移転は宗教法人が提供する役務等の対価の支払とし
て行われる性質のものであるとするとともに、依頼者が宗教行為としての
意味を感じて金員の支払いをしていたとしても、いわゆる喜捨（寄附金）
等の性格を有することはできないと裁断した。また、ペット葬祭業の目
的、内容、料金等の決め方、さらに周知方法等からも、宗教法人以外の法
人によって一般的に行われる同種の事業と基本的に異なるものではなく、
これらの事業と競合するものと言わざるを得ないとした。
　これらの事実を斟酌したうえで、ペット葬祭のために宗教上の儀式の形
式によって葬祭を行っていることを考慮しても、法人税法上の収益事業に
あたると解釈して、宗教法人Ｘ（宗教法人）の訴えを棄却した。
　従来から税務収益事業の課否判定において、学問的には、一般事業者と
の競合性、つまりイコール・フッティング論に着目することが多かったと
思う。しかし、すでにふれたように、イコール・フッティング論が、税法
の適用・解釈または税務収益事業の課否の一般原則と見ることについて
は、批判も少なくない（例えば、三木義一「宗教法人によるペット供養の非収
益事業性」立命館法学2004年６号参照）。
　この点、ペット葬祭法人税課税事件において、地裁は、物品やサービス
が「対価」の支払において提供されたのか、あるいは、「任意の寄附金・
喜捨金」なのかどうかを基準（以下「対価 対 寄附（喜捨）基準」といい
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ます。）で判断を下した。
　「対価 対 寄附（喜捨）基準」は、不確定な概括基準の典型である。租税
法律主義原則の具体的内容の一つである〝課税要件明確主義〟の要請に抵
触することとから、学問的には批判のある判断基準である。
　一方、同事件高裁判決では、「年間５万円、３万5000円、２万円の三段
階の定額制で動物の霊の供養料を徴収していることをもって、控訴人〔宗
教法人〕の動物の安置保管が、民間業者の行う霊園事業と同様の営利的な
ものとまでいうことはできない。したがって、控訴人の動物の遺骨の保管
行為が、民間業者のそれと類似しているから、控訴人は非課税の優遇措置
を受けるべきではないとの被控訴人〔課税庁〕の主張は採用できない。」
とし、対価 対 寄附（喜捨）基準の採用には否定的である。同事件最高裁
判決も、この高裁の判断を支持している。
　「宗教法人の物品販売」が収益事業にあたるか否かの認定においては、
すでに、この対価 対 寄附基準が幅広く採用されている。
　例えば、法人税基本通達15－１－10〔宗教法人、学校法人等の物品販
売〕では、「宗教法人におけるお守り、お札、おみくじ等の販売のように、
その売価と仕入原価との関係からみてその差額が通常の物品販売業におけ
る売買利潤ではなく実質は喜捨金と認められる場合のその販売は、物品販
売業に該当しないものとする」と規定している。
　一方で、宗教法人以外の者が一般の物品販売業として販売できる性質を
有するもの（例えば、絵葉書、写真帳、暦、線香、ろうそく、供花等）を
これら一般の物品販売業者とおおむね同様の価格で参詣人等に販売してい
る場合のその販売は、物品販売業に該当する。」（法人税法基本通達15－
１－10 （１））と規定している。
　この結果、宗教法人が、仕入原価1,000円のツボを2,000円で販売すると
物品販売業に当てはまる。一方、仕入原価1,000円のツボを100万円で販売
（？）すると喜捨金にあたり、収益事業課税の対象から外れることになる
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と解される。もちろん、課税取扱の視点を離れて考えると、状況によって
は喜捨の「任意性」が問われるケースもあると思う。
　また、線香や供花等は、見方によっては、宗教活動に必須の物品のよう
に取れる。しかし、課税実務の現場では否応なしに、この税務通達に基づ
いて課否判定が行われており、実質的に法令と同じく機能しているわけで
ある。
　いずれにしろ、対価 対 寄附（喜捨）基準は、課税の現場では、実質的
に概括基準のように機能しており、この基準を法源性のない税務通達で発
遣しているところに、わが国での「通達課税」問題の深刻さを感ぜざるを
得ないわけである。この点は、ペット葬祭法人税課税事件において、宗教
法人Ｘも、最高裁への上告受理申立理由書で指摘している。
　この対価 対 寄附（喜捨）基準は、他の「請負業」にあたるか否かの判
定にも使われている。特定非営利活動（NPO）法人の福祉サービスの仲
介は収益事業（請負業）に当たるかどうかが争われた「流山訴訟（NPO
法人流山ユー・アイネット事件）」において、裁判所は、この対価 対 寄附
基準に基づいて「請負業」にあたるとした課税庁の処分を支持した〔千葉
地判平16.4.2・税資254号110頁（順号9617）（棄却・原告控訴）、東京高判平16.11.17・税
資254号313頁（順号9820）（控訴棄却・確定）〕。流山訴訟の分析として、益子良一「公
益法人（NPO法人）課税」〔松尾・益子編〕『新訂 民法と税法の接点』（ぎょうせい、
2007年）65頁以下参照〕。いまだ十分な判例に積み重ねはないが、宗教法人、
さらには公益法人等の具体的な活動が収益事業にあたるか否かの認定にお
いては、対価 対 寄附（喜捨）基準に傾斜する方向が定まりつつあるよう
に見える。
　もちろん、この対価 対 寄附（喜捨）基準は、現行法人税法施行令５条
は特掲34種にあてはまることを前提に用いることになる。しかし、通達
課税の氾濫も相まって、租税法律主義の原則にぶつかる拡張解釈につなが
るのではないかとの懸念は払しょくできないわけである。とりわけ、ペッ
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ト葬祭課税事件下級審判決においては、人の葬祭とは区別するかたちで、
ペット葬祭の場合のみならず、針供養や人形供養の場合のような宗教的行
為についても、この対価 対 寄附（喜捨）基準で判断すべきであることを
示唆するように読める。この点、ペット葬祭法人税課税事件最高裁判決で
は、これらを宗教的行為と認めながらも、実際の課否判定にあたっては、
「人の葬祭」を非課税、「それ以外の葬祭」は課税と線引きをした。もっと
も、その根拠ははっきりしない。
　ちなみに、対価 対 寄附（喜捨）基準のような概括基準を持ち出して宗
教法人の宗教活動、「聖」の面にまで貨幣形態による公権力（課税権限）
の行使を広げることは、租税法律主義の原則とぶつかるのみならず、宗教
活動非課税の原則、ひいては憲法が保障した政教分離の壁をなし崩し的に
低めることにつながることが懸念される。
（３）ペット葬祭の「宗教性」に関する公的判断の是非
　憲法は、「思想及び良心の自由は、これを侵してはならない。」（19条）
と定めている。また、「信教の自由は、何人に対してもこれを保障する。」
（20条１項）と定めている。さらに、「集会、結社及び言論、出版その他
一切の表現の自由は、これを保障する。」（21条１項）と定めている。
　宗教法人法は、憲法が保障する「信教」すなわち「宗教」「信仰」につ
いて特段の定義規定を置いていない。これは、こうした文言を公的に定義
することが政教分離原則とぶつかることを避けるためと解される。
　その一方で、宗教法人法は、「この法律のいかなる規定も、個人、集団
又は団体が、その保障された自由に基づいて、教義をひろめ、儀式行事を
行い、その他宗教上の行為を行うことを制限するものと解してはならな
い」（宗教法人法１条２項）と規定し、かさねて信教の自由を尊重する旨
確認している。
　さらに、文部科学省内に置かれた宗教法人審議会（宗教法人法71条１
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項）についても、「宗教団体における信仰、規律、慣習等宗教上の事項に
ついて、いかなる形においても調停し、又は干渉してはならない。」（宗教
法人法71条３項）と規定し、宗教法人（宗教団体）の「宗教的（聖的）側面」
への公権力の不介入を明確にしている。
　加えて、宗教法人法は、84条〔宗教上の特性及び慣習の尊重〕で、「国
及び公共団体の機関は、宗教法人に対する公租公課に関係がある法令を制
定し、若しくは改廃し、又はその賦課徴収に関し境内建物、境内地その他
の宗教法人の財産の範囲を決定し、若しくは宗教法人について調査をする
場合その他宗教法人に関して法令の規定による正当の権限に基く調査、検
査その他の行為をする場合においては、宗教法人の宗教上の特性及び慣習
を尊重し、信教の自由を妨げることがないように特に留意しなければなら
ない。」と規定している。また、85条〔解釈規定〕で、「この法律のいか
なる規定も、文部科学大臣、都道府県知事及び裁判所に対し、宗教団体に
おける信仰、規律、慣習等宗教上の事項についていかなる形においても調
停し、若しくは干渉する権限を与え、又は宗教上の役職員の任免その他の
進退を勧告し、誘導し、若しくはこれに干渉する権限を与えるものと解釈
してはならない。」と規定している。
①司法判断と政教分離
　憲法がその自由を保障する「信教」すなわち「宗教」「信仰」とは何か
を具体的に定義することについては、行政機関（行政庁）はもちろんのこ
と、司法機関（裁判所）も、消極的であるように求められる。
　いわゆる「津地鎮祭事件」において、裁判所は、「憲法でいう宗教とは『超
自然的、超人間的本質（すなわち絶対者、創造主、至高の存在等、なかん
ずく神、仏、霊等）の存在を確信し、畏敬崇拝する心情と行為』」との見
解を示している（名古屋高判昭46.5.14 ・行集22巻５号680頁）。ペット葬
祭法人税課税事件における地裁判決でも一部この定義を引用している。し
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かし、これには疑問が残る。
　たしかに、世俗裁判所が、「宗教」「信仰」といった文言を定義するは、
ゆるされるという見解もある。とりわけ、アメリカ法で展開されている
「国家〔政府〕の言論の法理（government speech doctrine）」【国家は、自
らの言動活動において、中立的な見解を維持するように求められないとす
る理論である。ただし、国家の言論が、個人の言論の自由や政教分離原則
などとぶつかる場合には問題となる。】を典拠にして主張される。
　しかし、世俗裁判所が、「宗教」「信仰」といった文言を定義することに
ついては、特定宗教の国家保証（endorsement）ないし主流派宗教の公認
などにつながりかねないことから、政教分離原則の視点、とりわけ「公定
宗教の国教化禁止（establishment of official religion）」の視点からは肯定
的にとらえ難いとする支配的な見解もある〔See, Samuel J. Rascoff, “Establishing 
Official Islam? The Law and Strategy of Counter-Radicalization,” 64 Stan. L. Rev. 125 
（2012）〕。
　いずれにしろ、憲法は「信教」すなわち「宗教」「信仰」の自由を保障
すると定めていることから、立法・司法・行政を問わず、こうした自由権
に対する公権力の行使は極力抑制されなければならないことは自明のとこ
ろである。
　この点につき、ペット葬祭法人税課税事件における名古屋地裁判決で
は、「そもそも、公権力がそのような審査を行うことは、信教の自由を保
障した憲法20条に違反するおそれがあり、現に宗教法人法１条２項、25
条５項、84条などは、公権力が、その事務を遂行する上で、宗教上の特
性及び慣習を尊重し、信教の自由を妨げることがないように、特に留意す
べき旨を定めている。」とし、自戒の念を表している。正鵠を射ていると
いえる。
　思想の表明や教義（宗教・信仰）をひろめる活動には、仮に異論があっ
たとしても、自立した自由であることから、「公序」「公共の福祉」などを
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根拠にして公権力が介入することはゆるされないと解される〔佐藤幸治『憲
法〔第３版〕』（青林書院、1995年）491頁以下参照〕。言い換えると、対面のみ
ならず、動画、雑誌、新聞、ラジオ、テレビ、インターネットなどの媒
体を通じた「純粋な言論（mere speech）」、「純粋な説教（pure religious 
preach）」ないし「純粋な宗教活動（pure religious activity）」に対する公
権力の介入は人権侵害になると解される。
　もっとも、宗教法人（宗教団体）の「宗教的側面」、「聖」の面への公権
力介入禁止のルールは、宗教的言論、説教などが、殺人や放火のような世
俗法上の犯罪や、納税拒否のような受忍義務の不履行を教唆するような、
いわゆる「スピーチ・プラス（speech plus）」に当たる場合には、「やむ
にやまれない国家の利益（compelling State interest）」をはかることなど
を理由に、例外的に公権力の介入が是認されることもあり得るものと解さ
れる。〔See, Amos N. Guiora, “Religious Extremism: A Fundamental Danger,” 50 S. Tex 
L. Rev. 734 （2009） ; Gregory P. Proseus, “Reconciling Religious Free Exercise and National 
Security: Triumph of the Ultimate Compelling Governmental Interest,” 18 Wm. & Mary of 
Woman & L. 363 （2012）〕。
　ただ、この場合であっても、信仰に基づく良心的兵役拒否や良心的納税
拒否などのときには、寛容の精神に基づき世俗法による信者の信仰を保護
する国家の対応の可否を含め難しい判断が求められる〔拙論「信教の自由
と平和基金指定納税制」〔石村耕治編〕『宗教法人法制と税制のあり方』（法律文化
社、1999年）126頁以下参照〕。
②「宗教」等を公的に定義することがゆるされるか
　憲法に定める政教分離原則のもとでは、いわゆる「国教」ないし「公定
宗教」は認められないと解される。このため、課税庁を含む行政機関や裁
判所などは、教団の教えや見解が「宗教」にあたるのか、また「宗教」と
は何かなどについて判断しないように自制を求められる。言い換えると、
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純粋な宗教活動に公権的な規制を加えるねらいから、「宗教」「宗教性」
「宗教活動」などを公的に定義することや公的に枠付けすることはゆるさ
れない。宗教団体に法人格を付与することを目的とする宗教法人法も「宗
教」を定義する規定を置いていない。
　ペット葬祭法人税課税事件における課税処分を精査して見ると、課税庁
Ｙは、〝宗教法人Ｘがペット葬祭事業として提供している労務・サービス
の性格は、国民の社会・文化的意識に照らしても、寺社がこれを取り扱う
ことにこそ価値があるものと一般にとらえられているとはいえないと解さ
れる〟、と論駁している。すなわち、人の葬祭とペットの葬祭は異なると
判断しているわけである。しかし、すでにふれたところからも分かるよう
に、行政機関である課税庁Ｙは、「宗教」性の有無を軽々に論じることに
ついては、憲法上の政教分離原則からして、問題があると考えられる。
　課税庁Ｙが、人の葬祭には宗教性があり、一方ペットの葬祭には宗教性
がないとするような認識を示すことは、「公認宗教」を認めない現行憲法
秩序に抵触するおそれがある。言い換えると、課税庁Ｙは、「宗教」かど
うか、あるいは「宗教性」の有無について公的基準を設定したうえで課否
判定をすることは避けなければならない。
　この点について、ペット葬祭法人税課税事件において、宗教法人Ｘは、
〝供養等葬祭の本質的な意味は、亡くなった人やペットへの哀悼・宗教的
儀式などを通じて、遺された者の苦痛の軽減を図ることにあるのであり、
その点では人の供養等とペットの供養等との意味に違いがあるわけではな
い〟と認識を示している。これは、ペットの供養等を宗教法人に依頼する
には、ペットを単なるモノとして廃棄処分することを望んでいないとの認
識に根ざしたものと考えられる。
　この点は、ペット葬祭の依頼者にもならず大衆に共通する認識ではない
かと思われる。とすれば、課税庁Ｙは、一方的にペット葬祭には宗教性が
ないかのような慈愛に欠ける公的見解を表明し、宗教法人Ｘの主張に論駁
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することは政教分離の原則からして問題である、といえる。
　ペット葬祭法人税課税事件における最高裁判決は、この点について、
ペット葬祭も、人の葬祭と同じく宗教行為の一環と見られるとしたうえ
で、別の理由から本件課税処分を合法であると裁断している。結論には異
論があるものの、論理の立て方は正鵠を射ているといえる。
◎むすびにかえて～人の葬祭との接点
　宗教法人は、「世俗的側面」ないし「俗」の面と「宗教的側面」ないし「聖」
の面をあわせ持った法人である。世俗的側面より持ち合わせていない他の
公益法人等とは性格が異なる。
　宗教法人の「宗教的側面」、すなわち宗教活動に対して非課税措置を講
じているのは、憲法上の理由からであると解される。したがって、宗教活
動に課税（貨幣形態による公権力の行使）することは、政教分離原則のぶ
つかることになる。加えて、憲法に定められた租税法律主義のもと、租税
の賦課・徴収は必ず法律の根拠に基づいて行うように求められる。
　それにもかかわらず、公益法人等に対する収益事業課税分野では、とり
わけ顕著な通達課税（法人税基本通達15－１－１以下）が行われている。
たしかに、通達の発遣は、改変の激しい課税実務に即応すると意味では、
納税者サービスに資する面もある。しかし、課税庁の法解釈や適用を一方
的に発遣した通達が独り歩きし、実質的に「課税強化ツール」として機能
するのは好ましいとはいえない。
　また、法源性を有しない通達で課税することは、租税法律主義の原則か
ら派生する課税要件法定主義などの視点からも問題である。そのあり方に
ついては、常に精査が必要である。
　すでにふれたように、学問上、税法の解釈に関する通説的な考え方で
は、法的安定性・予測可能性を確保するねらいから、税法は、原則とし
て、その文言にそくして文理解釈（literal interpretation）されるべきであ
ペット葬祭をめぐる宗教法人課税事例の分析（石村） 283
るとされる。それにもかかわらず、ペット葬祭法人税課税事件やペット葬
祭等への固定資産税等課税事件において、課税庁Ｙは、民間事業者に対す
る課税の均等化の視点からしきりとイコール・フッティング論を強調して
いる。しかし、イコール・フッティング論は、本来、立法上の原理であ
る。税法の適用・解釈に、イコール・フッティング論を持ち出して課税処
分を認めることは、租税法律主義の観点から適切とはいえない。
　現行法人税法は収益事業の範囲について、限定列挙主義、特掲主義を
採っている。このことから、収益事業に該当するかどうかは、あくまでも
限定列挙された事業に該当するか否かで判断されるべきである。特掲34業
種に含まれていなかったのにもかかわらず、一般事業者がペット葬祭に参
入してきたからといって、不確定な対価 対 寄附基準を用いて、宗教法人
がそれまで宗教活動として行ってきた業務であっても税務収益事業として
５年（ケースによっては７年）に遡って課税できると解するのは極めて不
合理である。とりわけ、課税庁が、それまでの課税取扱をいきなり法の拡
張解釈で不利益変更し、営利事業者のような価格設定を用いてペット葬祭
事業をしていることを理由に、宗教法人が宗教活動として行ってきた「聖」
の面に課税することは、租税法律主義の原則からしてゆるされないと解さ
れる。したがって、この場合、課税処分のもととなった税法の規定（法人
税法２条13項）の宗教法人に対する適用の仕方について、憲法84条など
の「適用違憲（as-applied constitutional challenge）／処分違憲」を問うの
も一案である。
　仮にこうしたペット葬祭への法人課税を正当化したいというのであれ
ば、法的安定性・予測可能性を確保する視点からも、その根拠を示して立
法手続を踏んだうえで課税すべきである。この場合には、「宗教」「宗教活
動」への課税の回避、さらにはこうした文言の公的定義につながらないよ
うに細心の注意が必要である。
　法の拡張解釈により、課税庁の不意打ち課税取扱変更を容認したペット
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葬祭法人税課税事件判決には賛成できない。ペット葬祭に対する課税強化
の動きは、人の葬祭に対する課税取扱にも影響がないとはいえない。
　仮に人の葬祭について宗教法人が提供する役務等に対して一定の金額が
定められ、依頼者がその料金表に基づいて金額を支払うかたちになってい
るとする。この場合、金員（料金）が宗教法人の提供する役務等の対価の
支払として行われる性質のものであると判断されるときであっても、宗教
法人以外の法人によって一般的に行われる同種の事業と基本的に異なるも
のであれば、イコール・フッティング（民間企業との競争条件の対等化）
論の視点からは、収益事業としての課否判断が行われることはないものと
解される。
　しかし、人の葬祭について定額料金制を設定した場合には、「対価 対 寄
附（喜捨）基準」に基づく課否判定が頭を持ち上げてくるおそれがある。
つまり、依頼者が宗教行為としての意味を感じて金員の支払いをしていた
としても、いわゆる喜捨（寄附金）等の性格を有すると認めることはでき
ないと取り扱われる可能性がでてくる。
　宗教法人課税実務において、課税庁が、宗教活動か税務収益事業かの判
定に「対価 対 寄附（喜捨）基準」を広げていくことをゆるせば、「所得課
税」や「資産課税」面のみならず、「消費課税」面での〝執行増税〟の動
きを加速させることが懸念される。なぜならば、消費税法は、「事業とし
て対価を得て行われる役務の提供」を課税対象としているからである（法
２条１項８号、４条）。
　宗教界は、政教分離の壁を弱め、宗教法人の「聖」の面への課税をなし
崩し的に認める〝呼び水〟にもなり得る、人の葬祭について定額料金制の
動きや対価 対 寄附（喜捨）基準の拡大適用の動きに細心の注意を払う必
要があるといえる。
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Ｉ　事案の概要
　宗教法人Ｘ（原告、控訴人、上告人）は、天台宗の古寺である。昭和58年頃から
死亡した愛玩動物（以下「ペット」という。）について、飼主からの依頼を受けて
葬儀や供養等（以下「ペット葬祭」という。）などをして金員を受け取っていた。
Ｘは、自己のペット葬祭は、法人税法上非課税となる宗教活動であり、税務収益事
業には当たらないとして法人税の申告を行っていなかった。
　ちなみに、課税処分当時、Ｘは、約3000坪の境内に、ペット用の火葬場、墓地、
納骨堂、待合室等が設置していた。ペット葬祭の形態は、死体の引取り、動物の重
さ等により8,000円から５万円までの定額料金表が存在し、合同墓地は無料である
が個別墓地は年間2,000円の管理費等がかかり、希望者には位牌や骨壺、墓石の頒
布を行っていた。
　税務署長Ｙ（被告・被控訴人・被上告人）はＸの行うペット葬祭が税務収益事業
にあたるとして、平成８年４月１日から平成13年３月31日までの５事業年度にかか
る法人税の決定処分および無申告加算税の賦課決定処分（以下「本件課税処分」と
いう。）を行った。これに対して、Ｘは、平成14年７月19日にＹに異議申立てを行っ
た。Ｙは、同年10月18日に、本件課税処分のうち、平13年３月期の無申告加算税賦
課決定処分の全部ならびにそれ以外の法人税決定処分および無申告加算税賦課決定
の一部をそれぞれ取り消したほかは、Ｘの申立てを棄却する異議決定をした。そこ
で、Ｘは、平成14年11月15日に審査請求を行った。国税不服審判所長は、平成15
年10月28日に、平成12年３月期の法人税決定処分および無申告加算税賦課決定処
分の一部を取消したほかは、Ｘの審査請求を棄却する旨の裁決を行った。そこで、
Ｘは、自己の行うペット葬祭は、宗教活動であり、法人税法上の税務収益事業に当
たらないとして、本件課税処分の取消を求め抗告訴訟を提起した。
１　争点
　Ｘの行うペット葬祭等は、法人税法２条13号、法人税法施行令５条１項各号所定
の収益事業に該当するか否かである。
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２　当事者の主張
　本件課税処分をめぐる当事者の主張は、次のとおりである。
（１）Ｘの主張
　納税者Ｘ（原告・控訴人・上告人）は、本件課税処分の違法の論拠として、次の
ような点をあげた。
①税法解釈・運用の在り方
　国民に義務を課し、その権利を制限することは国民の代表者によって構成される
国会の定める法律によってのみ行われるべきであり、法律によらないで租税を課す
ことはできない（憲法84条の租税法律主義）。これは、国家財政の負担者である国
民が自らその内容を決定するという民主主義からの当然の要請である。したがっ
て、その一内容として、租税が賦課される対象は、原則として法律で明記される必
要があり、その範囲を政令等や解釈・運用等で安易に拡張することは厳に慎まなけ
ればならない。
②公益法人等と収益事業課税
　宗教法人（宗教団体）は、かつては宗教法人令で非課税としていたのと異なり、
現在は、法人税法で公益法人等の一つとして原則非課税の課税取扱いを受けてい
る。法人税法によれば、例外的に課税対象とされるのは、収益事業すなわち法人税
法施行令５条で限定列挙された33【現在34】の特掲事業に限定されている（法７条、
２条）。そして、租税法律主義の趣旨からして、たとえ収益事業であっても33【現
在34】の特掲事業に該当しない限り課税の対象とならないと解すべきであり、その
解釈・運用は厳格になされなければならず、安易な類推解釈や拡大解釈は許されな
い。また、解釈の基準やペットに対する意識が社会通念に従わなければならないこ
とは当然であるが、法令の解釈が社会通念に従うということは、宗教法人一般に対
する非課税についての不公平感などの安易な感情によって規律されることを意味す
るものでないことも明らかである。
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　以上は、法人税法が、公益法人が本来的な公益活動をする場合には課税しないと
いう基本原則を採用していることの現れである。すなわち、そもそも、公益法人が
原則的に課税されないのは、公益法人が専ら公益を目的として設立され、営利を目
的としないというその公益性と、たとえ収益事業を行ったとしても、そこから生じ
る利益は、株式会社における株主に対する配当のように、特定の個人に帰属する性
質のものではないことによる。
　だからこそ、法人税法は、公益法人の本来的公益活動に含まれ得るにもかかわら
ず形式的に収益事業に含まれる可能性のある公益活動を確認的意味で課税対象から
排除しているし（例えば、法税税法施行令５条各号）、人についての葬祭のように
本来的な公益・宗教活動といえる事業については、収益事業に含めていないのであ
る。
（２）Ｙの主張の概要
　課税庁Ｙ（被告・被控訴人・被上告人）は、本件課税処分の適法性の論拠として、
次のような点をあげた。
　①  宗教法人Ｘが営むペット葬祭業等は、法人税法２条13号、法人税法施行令５
条１項各号所定の「収益事業」に該当する。
　②  本来の公益活動であっても、当該活動の公益性の有無・程度には着目するこ
となく、一般事業者と競合するような事業については税務の公平上課税する
ものである。
　③  以上のような前提の下、「収益事業」に該当するか否かは、ａ） 一般事業者の
行う事業との類似性の有無・程度、ｂ） 非課税事業との関係、ｃ） 提供される
サービス・物品の性質・態様等の諸般の事情を、国民の社会・文化的意識を
基礎とする社会通念に照らして判断すべきである。
　④  このような観点から、人の葬祭、針供養や人形供養の際に依頼者から受ける金
銭は、明確な料金設定がされていないことが多いことから、喜捨にあたり、
「収益事業」に該当しないから課税されないが、ペット葬祭その他の事業は上
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記の基準に照らせば「収益事業」に該当する行為であるから課税されるべきも
のである。
　⑤  したがって、Ｘが実施しているペット葬祭のうち、「読経」「火葬」は「収益事
業」の内の「請負業」に、ペットの遺骨を供養のため保管する行為は「倉庫業」
に、塔婆・プレート・骨壷・位牌・石版及び墓石の販売は「物品販売業」に、
ペットの死体の引取及び墓地管理を「請負業」に、それぞれ該当する。
（３）Ｙの主張に対するＸの反論要旨
　この点について、Ｘは、①宗教法人や僧侶の行うペット葬祭は、非課税とされる
人の葬祭と同様の宗教的意義を有し対価性を欠く、②非課税とされる針供養や人形
供養との比較からも、ペット葬祭を収益事業として取り扱うことは許されない、③
もともと、宗教法人等が本来の公益事業として行ってきた行為であっても、一般事
業者がビジネスチャンスと見て参入した場合に課税対象となるのは不当である、④
墳墓地の貸付業の非課税を定めた法人税法基本通達15－１－18や、神前結婚式等の
場合の収益事業の判定に係る法人税法基本通達15－１－72に照らせば、法は、収益
事業の判定に当たって、「一般事業者が同一ないし類似の事業をしているか」や「競
合関係に立つか」などを考慮することなく、本来の宗教活動の一部と認められるか
否かを唯一の判断基準としていると解される。
３　裁判所の判断
（１）第１審の判断および控訴審の判断要旨（双方はほぼ同旨・棄却）
　①法人税法等が公益法人等に対して種々の優遇措置を講じているのは、必ずし
も、それら全部が、本来は国家が行うべきほどに公共性、公益性の高い活動を担っ
ており、国家としてもかかる団体を積極的に支援、育成すべきと考えられたからで
はなく、少なくとも、人間社会において潤滑油に例えるべき一定の有用性を持った
非営利活動を行うとされていることに着目し、国家としても、その限りにおいて税
制上の便宜を提供しようとするものと解するのが相当である（このことは、宗教法
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人においても例外ではない。）。
　②法人税法は、およそ公益法人等であれば、どのような活動によって得た収益で
あろうと課税しないとする立場に立脚するものではなく、これらの法人等も納税義
務者とした上で、本来の非営利活動については課税対象から外すこととするが、一
般事業者が利益の獲得を目的として行っている事業と同じ類型の（収益）事業から
生じた収益に対しては、これらに税制上の便宜を提供すべき根拠がなく、また課税
の公平性の確保の観点から、低率ではあるものの、課税対象としていると解される
（この意味で、一般事業者との競争条件の平等化を意味するイコール・フィティン
グ【原文ママ】論が現行課税制度の根拠の一つとなっていることは否定できない。）。
　③法人税法２条13号〔定義〕、法人税法施行令５条１項〔収益事業の範囲〕各号
の定める収益事業の概念は、憲法30条の定める租税法律主義の観点から、他の国法
と整合する意味内容が与えられるべきことは当然であるものの、他方で、当該団体
やその活動が高い公益性、公共性を有していることを理由に、制限的に解釈しなけ
ればならないものではない。
　④法人税法施行令５条１項〔収益事業の範囲〕の示す特掲事業は、一方がある給
付行為を行うのに対し、その対価として財貨を移転することを約することによって
成立する類型の事業であるから、財貨移転行為が給付行為の対価として行われない
場合、すなわち給付行為の内容とは無関係に任意でなされる場合には、特掲事業の
定型的な特徴を欠き、収益事業に該当しないというべきである。そして、人の葬儀
における読経行為など、宗教行為の典型例とされているものにおいては、通常、か
かる意味での任意性が存在すると考えられていることは公知の事実である。
　⑤当事者が当該行為に対して何らかの宗教的意義を感じさえすれば、直ちに当該
行為の収益事業該当性が否定されるものではなく、また、当該行為が宗教的な外形
を呈していることや、主宰者が宗教家ないし宗教法人であることによっても、上記
該当性が否定されるべきではない。収益事業該当性の有無は、当該事業の展開の手
法、収受される財貨の額が定まるに至る経緯、その額と給付行為の内容との対応関
係、例外の許容性などの具体的諸事情を総合的に考慮し、一般事業者が行う類似事
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業と比較しつつ、社会通念に従って、果たしてその財貨移転が任意になされる性質
のものか、それとも一定の給付行為の内容に応じた債務の履行としてなされるもの
かを判断して決せられるべきものである。そして、このことは、ペット葬祭業だけ
に妥当するものではなく、針供養や人形供養、おみくじ等の頒布などの宗教的行為
にも当てはまるというべきである。
　⑥Ｘが行うペットの合同葬、一任葬及び立会葬は、いずれも、Ｘがペットの葬儀
を執り行い、ペットの死体を焼却することを約し、他方、ペット供養希望者が「料
金表」ないし「供養料」の表題が付された金額表に記載された金員を交付すること
を約しているのであるから、死体の焼却については請負契約、それ以外については
準委任契約の成立要件を充足する。
　⑦Ｘのペット葬祭業は、「料金表」ないし「供養料」の表題の下に、葬儀内容と
動物の重さの組み合わせに応じた確定金額からなる表を定め、ホームページにも同
様の表を明示的に掲載していることなどに照らせば、Ｘのペット葬祭業において
は、依頼者は、Ｘがその支払う金員に対応する葬祭行為をするものと期待し、Ｘ
も、その提供する葬祭行為に対応する金員が支払われるものと期待しているという
べきであるから、依頼者の支払う金員が任意のものであるとは到底解されず、両者
の間に対価関係を肯認するのが相当である。
　⑧Ｘは、火葬したペットの遺骨を、利用者の依頼に応じて、設置している納骨堂
内の納骨箱において保管し、その使用許可料及び管理費の支払を受け、使用期限が
到来した際は、更新料の支払がなされればそのまま保管を継続するが、そうでない
場合は、合同墓へ改葬するとしているのであるから、倉庫寄託契約の成立要件を満
たすと解され、また、個別墓地についても、その利用者の依頼に応じて墓地を管理
し、利用者から一定額の管理費の支払いを受け、使用期間が経過すれば、納骨堂の
使用とほぼ同じ取扱いをするというのであるから、報酬支払特約付きの事務委託契
約の成立要件を満たすというべきである。
　⑨法人税法施行令５条１項１号（収益事業の範囲）の「物品販売業」とは、動産
である物品を有償かつ継続して販売することを意味すると解されるところ、Ｘは、
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ペット葬祭業に関連して、塔婆、骨壺等を交付し、これに対して、あらかじめ定め
られた一定額の金員を受領しているのであるから、これらの行為は、物品を有償か
つ継続して販売しているものに該当する。
　⑩Ｘは、ペット葬祭を依頼した者の希望によって、ペットの死体の引取りを行
い、これに対して、あらかじめ定められた金員の支払を受けているところ、この行
為は、ペットの葬儀を執り行うに先立って、その準備行為として行われることが明
らかであるので、請負業に付随する事業活動に該当すると解される。
　⑪Ｘは、ペットの合同供養については、志以外の金員を受け取っていないもの
の、遺骨を納めた飼い主からの依頼に基づいて、初七日法要や七七日法要を行う際
には、あらかじめ定められた金員を受領しているところ、このような行為は、請負
業に該当すると解される。
　以上の理由から、Ｘのペット葬祭業は、法人税法施行令５条１項１号、９号及び
10号に規定する事業に該当し、法人税法２条13号の収益事業に当たると解するのが
相当である。Ｘの請求を棄却する。
（２）最高裁の判断（上告棄却・確定）
　法人税法が、公益法人等の所得のうち収益事業から生じた所得について、同種の
事業を行うその他の内国法人との競争条件の平等を図り、課税の公平を確保するな
どの観点からこれを課税の対象としていることにかんがみれば、宗教法人の行う上
記のような形態を有する事業が法人税法施行令５条１項10号の請負業等に該当する
か否かについては、事業に伴う財貨の移転が役務等の対価の支払として行われる性
質のものか、それとも役務等の対価でなく喜捨等の性格を有するものか、また、当
該事業が宗教法人以外の法人の一般的に行う事業と競合するものか否か等の観点を
踏まえた上で、当該事業の目的、内容、態様等の諸事情を社会通念に照らして総合
的に検討して判断するのが相当である。
　事実関係によれば、本件ペット葬祭業においては、上告人の提供する役務等に対
して料金表等により一定の金額が定められ、依頼者がその金額を支払っているもの
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とみられる。したがって、これらに伴う金員の移転は、上告人の提供する役務等の
対価の支払として行われる性質のものとみるのが相当であり、依頼者において宗教
法人が行う葬儀等について宗教行為としての意味を感じて金員の支払をしていたと
しても、いわゆる喜捨等の性格を有するものということはできない。また、本件
ペット葬祭業は、その目的、内容、料金の定め方、周知方法等の諸点において、宗
教法人以外の法人が一般的に行う同種の事業と基本的に異なるものではなく、これ
らの事業と競合するものといわざるを得ない。前記のとおり、本件ペット葬祭業が
請負業等の形態を有するものと認められることに加えて、上記のような事情を踏ま
えれば、宗教法人である上告人が、依頼者の要望に応じてペットの供養をするため
に、宗教上の儀式の形式により葬祭を執り行っていることを考慮しても、本件ペッ
ト葬祭業は、法人税法施行令５条１項１号、９号及び10号に規定する事業に該当
し、法人税法２条13号の収益事業に当たると解するのが相当である。
＊ 本稿は、2014 年６月14日に白鷗大学で開催された第32回宗教法制研究会・第68回宗教
法学会（2014年度春季学会）での報告「判例研究：宗教法人のペット葬祭施設は非課
税の宗教施設か、ペット葬祭は宗教活動か」をまとめたものである。
 （本学法学部教授）
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